


























以上のような観点から，本稿では， 7 0年代のイギ 1)ス教育行政改革の動向として， 1 9 7 4 





















j地由プ万J1政{攻女剣丹府=守引}日lにζ!関羽する王立委員会Jの報告書は， Iサ ヴイスを有効lζ提供するには， 有能な職員と
必要な財政的，物質的資源を幅広く獲得するに足る人口を，当局はもっていなければならないJ


















勧告にそって進められたが，それは統合方法(C or por at e appr oac h )の導入であった。す
なわち，委員会および事務局を整理。統合し，委員会組織には「政策@財源委員会Jを，事務局
組織には， Iチ-7・ェグゼエクティヴjと「主要局長管理テイ ムjを新設し，行政諸機能を






は145から 96へと減少し改革前に人口 10万人以下の地方教育当局が 32存在したのlζ対
(9) し，改革後はなくなったのである




























































































































ン@ペーパ を公表した。乙れはー 197 6年11月から 77年3月にわたって開催された教育
lζ関する大討論会( Great Debate )の成果を受けて 政府の今後の学校教育政策の
方向性を示したものである伽)。
























産業計画( Industrial Strategy )の成功lζ大きく頼っているJのであり，
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